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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第１部門第２区分
【発行日】令和2年7月27日(2020.7.27)

【公表番号】特表2019-527111(P2019-527111A)
【公表日】令和1年9月26日(2019.9.26)
【年通号数】公開・登録公報2019-039
【出願番号】特願2019-504775(P2019-504775)
【国際特許分類】
   Ａ６１Ｂ  34/30     (2016.01)
【ＦＩ】
   Ａ６１Ｂ   34/30     　　　　

【手続補正書】
【提出日】令和2年6月11日(2020.6.11)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　手術用ロボットアームと手術器具との間で駆動力を伝達する駆動力伝達エレメントであ
って、
　インターフェース突出部と解除可能に係合するように構成された駆動力伝達エレメント
凹部と、
　インターフェース凹部と解除可能に係合するように構成された駆動力伝達エレメント突
出部と、
を備え、
　前記駆動力伝達エレメント突出部が、前記駆動力伝達エレメント凹部と連通するキャビ
ティを備え、前記キャビティが前記駆動力伝達エレメント凹部に連通していることにより
、前記駆動力伝達エレメント凹部と係合可能な前記インターフェース突出部を前記空間に
突出させることができ、
　前記駆動力伝達エレメントは、直線状経路に沿って移動するように設けられており、か
つ、
　前記駆動力伝達エレメント突出部および前記駆動力伝達エレメント凹部を含む中央部と
、前記中央部から延びる延長部とを備え、前記駆動力伝達エレメント凹部は前記延長部の
第１の側に設けられており、前記駆動力伝達エレメント突出部は前記延長部の第２の側に
設けられており、前記駆動力伝達エレメントに係合可能な前記インターフェース突出部を
、前記第１の側から前記第２の側まで突出させることができるように構成されている、
駆動力伝達エレメント。
【請求項２】
　請求項１に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記駆動力伝達エレメントは、駆動
力伝達を実現するために第１方向に駆動可能であり、前記駆動力伝達エレメント突出部は
、前記インターフェース凹部の一部と接触するように前記第１方向に面する第１の外壁を
備え、前記空間は、前記インターフェース突出部の一部と接触するように第２方向に面す
る第１の内壁を備える駆動力伝達エレメント。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第１の外壁と前記第１
の内壁とが、前記第１方向に互いに重なり合っている駆動力伝達エレメント。
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【請求項４】
　請求項２または３に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第２方向は、前記第１
方向とは反対の方向である駆動力伝達エレメント。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか一項に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記駆動力伝
達エレメントは、駆動力伝達を実現するように第３方向に駆動可能であり、前記駆動力伝
達エレメント突出部は、前記インターフェース凹部の一部と接触するように前記第３方向
に面する第２の外壁を備え、前記空間は、前記インターフェース突出部の一部と接触する
ように第４方向に面する第２の内壁を備える駆動力伝達エレメント。
【請求項６】
　請求項５に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第２の外壁と前記第２の内壁と
が、前記第３方向に互いに重なり合っている駆動力伝達エレメント。
【請求項７】
　請求項５または６に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第４方向は、前記第３
方向とは反対の方向である駆動力伝達エレメント。
【請求項８】
　請求項５から７のいずれか一項に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第３方向
は、前記第１方向とは反対の方向である駆動力伝達エレメント。
【請求項９】
　請求項１から８のいずれか一項に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記駆動力伝
達エレメント凹部の幅は、前記空間よりも大きい駆動力伝達エレメント。
【請求項１０】
　請求項１から９のいずれか一項に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第１方向
に向けて設けられた前記駆動力伝達エレメント凹部の第１の壁は、前記第１の内壁から偏
位しており、前記第３方向に向けて設けられた前記駆動力伝達エレメント凹部の第２の壁
は、前記第２の内壁から偏位している駆動力伝達エレメント。
【請求項１１】
　手術用ロボットアームを手術器具に着脱自在にインターフェース接続するインターフェ
ース構造体であって、
　本体と、
　請求項１から１０のいずれか一項に記載の駆動力伝達エレメントであって、前記手術用
ロボットアームと前記手術器具との間で駆動力が伝達されるように前記本体に対して移動
可能である駆動力伝達エレメントと、
を備えるインターフェース構造体。
【請求項１２】
　請求項１１に記載のインターフェース構造体において、前記本体は開口部を備え、前記
駆動力伝達エレメントは前記開口部内で移動可能であるインターフェース構造体。
【請求項１３】
　請求項１２に記載のインターフェース構造体において、前記本体は、前記駆動力伝達エ
レメントが前記開口部内で移動可能であるように前記駆動力伝達エレメントを保持する保
持機構を備えるインターフェース構造体。
【請求項１４】
　手術用ロボットアームであって、
　前記アームの先端部に面する駆動アセンブリであって、エンドエフェクタを関節駆動す
る関節部を有する手術器具と係合可能であり、かつ駆動アセンブリインターフェースエレ
メントを備える駆動アセンブリと、
　請求項１１から１３のいずれか一項に記載のインターフェース構造体と、
を備え、
　前記駆動アセンブリインターフェースエレメントは、前記ロボットアームと前記器具と
の間で駆動力を伝達するように前記駆動力伝達エレメントと係合可能である手術用ロボッ
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トアーム。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の手術用ロボットアームにおいて、前記駆動アセンブリインターフェ
ースエレメントは、前記インターフェース突出部を備える手術用ロボットアーム。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の手術用ロボットアームにおいて、前記駆動アセンブリインターフェ
ースエレメントは、補強部分または補剛部分を備える手術用ロボットアーム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１７２】
　　本明細書において、出願人は、本明細書に記載した各構成、およびそれらの構成の２
つ以上の任意の組み合わせを、そうした構成または組み合わせが当業者の技術常識に照ら
して全体として本明細書に基づいて実施可能である範囲において、個別に開示している。
そうした構成または構成の組み合わせは、本明細書に開示されたいずれの課題を解決する
かどうかによるものではなく、また、本願の請求の範囲を限定するものでもない。本発明
の態様は、そうした個別の構成または構成の組み合わせのうちのいずれから構成されても
よいということを出願人は表明する。上述の説明を考慮すると、当業者にとって、本発明
の範囲内で様々な変更を施してもよいということが明白であろう。
　なお、本発明は、実施の態様として以下の内容を含む。
［態様１］
　手術用ロボットアームと手術器具との間で駆動力を伝達する駆動力伝達エレメントであ
って、
　インターフェース突出部と解除可能に係合するように構成された駆動力伝達エレメント
凹部と、
　インターフェース凹部と解除可能に係合するように構成された駆動力伝達エレメント突
出部と、
を備え、
　前記駆動力伝達エレメント突出部が、前記駆動力伝達エレメント凹部と連通するキャビ
ティを備え、前記キャビティが前記駆動力伝達エレメント凹部に連通していることにより
、前記駆動力伝達エレメント凹部と係合可能な前記インターフェース突出部を前記空間に
突出させることができ、
　前記駆動力伝達エレメントは、直線状経路に沿って移動するように設けられている、
駆動力伝達エレメント。
［態様２］
　態様１に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記駆動力伝達エレメントは、駆動力
伝達を実現するために第１方向に駆動可能であり、前記駆動力伝達エレメント突出部は、
前記インターフェース凹部の一部と接触するように前記第１方向に面する第１の外壁を備
え、前記空間は、前記インターフェース突出部の一部と接触するように第２方向に面する
第１の内壁を備える駆動力伝達エレメント。
［態様３］
　態様１または２に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第１の外壁と前記第１の
内壁とが、前記第１方向に互いに重なり合っている駆動力伝達エレメント。
［態様４］
　態様２または３に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第２方向は、前記第１方
向とは反対の方向である駆動力伝達エレメント。
［態様５］
　態様１から４のいずれかに記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記駆動力伝達エレ
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メントは、駆動力伝達を実現するように第３方向に駆動可能であり、前記駆動力伝達エレ
メント突出部は、前記インターフェース凹部の一部と接触するように前記第３方向に面す
る第２の外壁を備え、前記空間は、前記インターフェース突出部の一部と接触するように
第４方向に面する第２の内壁を備える駆動力伝達エレメント。
［態様６］
　態様５に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第２の外壁と前記第２の内壁とが
、前記第３方向に互いに重なり合っている駆動力伝達エレメント。
［態様７］
　態様５または６に記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第４方向は、前記第３方
向とは反対の方向である駆動力伝達エレメント。
［態様８］
　態様５から７のいずれかに記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第３方向は、前
記第１方向とは反対の方向である駆動力伝達エレメント。
［態様９］
　態様１から８のいずれかに記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記駆動力伝達エレ
メント凹部の幅は、前記空間よりも大きい駆動力伝達エレメント。
［態様１０］
　態様１から９のいずれかに記載の駆動力伝達エレメントにおいて、前記第１方向に向け
て設けられた前記駆動力伝達エレメント凹部の第１の壁は、前記第１の内壁から偏位して
おり、前記第３方向に向けて設けられた前記駆動力伝達エレメント凹部の第２の壁は、前
記第２の内壁から偏位している駆動力伝達エレメント。
［態様１１］
　態様１から１０のいずれかに記載の駆動力伝達エレメントにおいて、当該駆動力伝達エ
レメントは、前記駆動力伝達エレメント突出部および前記駆動力伝達エレメント凹部を含
む中央部と、前記中央部から延びる延長部とを備え、前記駆動力伝達エレメント凹部は前
記延長部の第１の側に設けられており、前記駆動力伝達エレメント突出部は前記延長部の
第２の側に設けられており、前記駆動力伝達エレメントに係合可能な前記インターフェー
ス突出部を、前記第１の側から前記第２の側まで突出させることができるように構成され
ている駆動力伝達エレメント。
［態様１２］
　手術用ロボットアームを手術器具に着脱自在にインターフェース接続するインターフェ
ース構造体であって、
　本体と、
　態様１から１１のいずれかに記載の駆動力伝達エレメントであって、前記手術用ロボッ
トアームと前記手術器具との間で駆動力が伝達されるように前記本体に対して移動可能で
ある駆動力伝達エレメントと、
を備えるインターフェース構造体。
［態様１３］
　態様１２に記載のインターフェース構造体において、前記本体は開口部を備え、前記駆
動力伝達エレメントは前記開口部内で移動可能であるインターフェース構造体。
［態様１４］
　態様１３に記載のインターフェース構造体において、前記本体は、前記駆動力伝達エレ
メントが前記開口部内で移動可能であるように前記駆動力伝達エレメントを保持する保持
機構を備えるインターフェース構造体。
［態様１５］
　手術用ロボットアームであって、
　前記アームの先端部に面する駆動アセンブリであって、エンドエフェクタを関節駆動す
る関節部を有する手術器具と係合可能であり、かつ駆動アセンブリインターフェースエレ
メントを備える駆動アセンブリと、
　態様１２から１４のいずれかに記載のインターフェース構造体と、
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を備え、
　前記駆動アセンブリインターフェースエレメントは、前記ロボットアームと前記器具と
の間で駆動力を伝達するように前記駆動力伝達エレメントと係合可能である手術用ロボッ
トアーム。
［態様１６］
　態様１５に記載の手術用ロボットアームにおいて、前記駆動アセンブリインターフェー
スエレメントは、前記インターフェース突出部を備える手術用ロボットアーム。
［態様１７］
　態様１６に記載の手術用ロボットアームにおいて、前記駆動アセンブリインターフェー
スエレメントは、補強部分または補剛部分を備える手術用ロボットアーム。
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